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はじめに

　これまで、身近な地域で起こる各個人に共通するような社会的課題、すな
わち「公共」に関わる課題について、その解決を行政機関、特に、地方自治
体に委ねるということが当然のように行われてきた。
　しかし、時代の変化とともに社会的課題が多様化している昨今、こうした「公
共」の課題の解決主体や手法に変化が生まれつつある。例として、従来のボ
ランティアや市民活動のように、基本的に無償でなされる活動ではなく、ビ
ジネスの発想を取り入れて社会的課題の解決を試みようとする社会的起業家
といった人たちの活躍が挙げられる。
　本稿ではこうした現状を踏まえ、今後、地方自治体が多様な社会的課題の
解決に当たって、新たな「公共の担い手」と協働してどのような取組みがで
きるかを論述することを目的とする。
　そこで、本稿では、まず、第 1 章において、「公共」の概念をその「担い手」
と「手法」の観点から整理し、行政に加えて多様な主体の参画による「協働
による社会的課題解決」という枠組みの必要性を模索していく。その背景と
して、市民起点であるはずの「公共」の概念が、官が主導的立場に君臨する「国
家の公共」へと矮小化されてきたことを歴史的な経緯を踏まえ指摘する。次
に行政職員は、国民主権・民主制原理に基づく憲法・公務員法、ひいては新
しい学問として又は行政職員が身に付けるべき思想的基盤として「公共哲学」
の学習の必要性にふれている。そして、本来的な公共性である「市民的公共性」
の追求こそが公務員の使命であり、存在意義であると結論づける。
　第 2 章では、市民的公共を担う民間の主体との協働による社会的課題解決
の必要性を提示し、その活動や動向を個別に事例紹介する。これら多様な主
体が様々な手法を編み出し、社会的課題に対し、積極的にアプローチしてい
る事実を知ることで、「協働による社会的課題解決」という枠組みの実現可能
性を模索していきたい。
　第 3 章は、本稿のまとめとして、今後の地方自治体による協働政策のあり
かた及びその是非、地方自治体への施策提案を述べることとする。
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1	 待機児童数は 26,275 人で 3 年連続の増加。この 1 年間で増えた待機児童数は
891 人。4 月時点での数としては、過去最多だった平成 15 年（26,383 人）とほ
ぼ同水準。増加の伸びは前年（5,834 人）に比べ鈍化した（厚生労働省「保育所
関連状況取りまとめ（平成 22 年 4 月 1 日現在）」平成 22 年 9 月 6 日付け公表）。

2	 平成 21 年度中の児童虐待相談件数は 4 万 4,210 件で過去最悪を更新。前年比 1,546
件の増加となっている（厚生労働省「児童虐待相談対応件数等及び児童虐待等要
保護事例の検証結果（第 6 次報告概要）」平成 22 年 7 月 28 日）。また、平成 21 年
度中の配偶者からの暴力事案の認知件数をみると、前年比 11.7% 増の 2 万 8158 件。
6 年連続の増加で、5 年前の倍近くになっている（警察庁「平成 21 年度ストーカー
事案及び配偶者からの暴力事案の対応状況について」平成 22 年 3 月 18 日）。

3	 2010 年 9 月 15 日現在の推計人口によると、65 歳以上の人口は前年より 46 万人
多い 2944 万人となり、総人口に占める割合は 23.1％と過去最高を更新した（総
務省「統計からみた我が国の高齢者－敬老の日にちなんで－」平成 22 年 9 月 19
日）。平成 20 年度の社会保障給付費 94 兆 848 億円のうち、高齢者関係給付費（年
金保険給付費、高齢者医療給付費、老人福祉サービス給付費及び高年齢雇用継
続給付費の合計）は、65 兆 3,597 億円となり、69.5% を占める（国立社会保障 ･
人口問題研究所「社会保障給付費（平成 20 年度）」平成 22 年 11 月 12 日）。

　なお、本稿は、東京都の全庁的な職員研修である「平成 21 年度都市政策研修」
に参加したメンバー有志 3 名による、本研修終了後も継続的に実施してきた
研究の成果である。それ故、文中意見にわたる部分は、筆者らの個人的見解
であることをお断りしておく。

第 1 章　社会的課題の多様化と公共の概念

1　社会的課題の多様化

　進む少子高齢化、雇用情勢の悪化、環境問題への対応など、現代社会が抱
える課題は多様化している。厚生労働省等の取りまとめの結果によれば、待
機児童は依然として増え続け1、児童虐待やドメスティックバイオレンス（DV）
も増加傾向である2。また、総務省等によれば、世界で他に類を見ない超高齢
社会は年金・医療・福祉などの財源を圧迫し3、現場を支える医師の不足や、
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彼ら彼女らの労働条件も厳しいものとなっている4。さらに、文部科学省等に
よると、「就職新氷河期」と言われるように新規学卒者の就職内定率は過去最
悪5 であり、失業者の増加など雇用情勢は非常に厳しい6。加えて、大気汚染
や水質汚濁、土壌汚染や地球温暖化などの環境問題は、誰もが無視出来ない
問題へと進展してきている。
　このように、社会的課題は複雑・高度・多様化している。経済のグローバ
ル化や IT 技術の進歩は生活の質や利便性の向上をもたらした反面、対人コ
ミュニケーションの減少要因となり、その結果、人と人とのつながりが見え
にくくなりつつある。また、個人の価値観が多様化した結果、市民一人ひと
りが主体性を持って生きることが求められている社会になってきたと考える。
　多様化している社会的課題の解決を試みるに当たって本稿では、担い手、
手法、枠組みといった観点から論述を進めていく。社会的課題とは公共に関
わる課題であるという基本的認識に立ち、次項では「公共の概念」について
掘り下げていく。

2　公共の概念

　公共の持つ性質について代表的な見解として、まず斉藤によると、「公共性」
（publicness）という言葉が使われる際の主要な意味合いを次の 3 つの側面か
ら整理している。すなわち、①国家に関係する公的（official）なものという意味、

4	 平成 20 年 12 月 31 日現在における全国の届出 ｢医師数｣ は 286,699 人となって
いる（厚生労働省「平成 20 年 医師 ･ 歯科医師 ･ 薬剤師調査」平成 21 年 12 月
17 日）。なお日本の人口千人あたりの医師数は 2 人と米英独など主要 7 カ国では
最も低い（経済協力開発機構（OECD）「ヘルスデータ」2007 年版）。

5	 大学の就職内定率は 57.6％であり、昨年同期比 4.9 ポイント減となっている（文
部科学省「平成 22 年度大学等卒業予定者の就職内定状況調査（10 月 1 日現在）
について」平成 22 年 11 月 16 日）。

6	 完全失業率（季節調整値）は 5.1%、完全失業者数は 318 万人となっており、回
復の兆しは見えつつも、過去最悪（総務省「労働力調査（基本集計）平成 22 年
11 月分（速報）結果」平成 22 年 12 月 28 日）。
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②すべての人々に関係する共通のもの（common）という意味、③誰に対し
ても開かれている（open）という意味、と捉え、この 3 つの意味での「公共性」
が互いに拮抗する関係にもあることを指摘している7。
　次に、晴山によると、①国家の公共性、②事物 ･ 事務の公共性、③公共空
間としての公共性、と捉え、3 つの公共性概念に共通する公共性の一属性と
して、公開性を捉えている8。
　最後に、長坂によると、明治政府が近代化した日本を建国するに当たって、

「public」という言葉に「公共」（公と共に）という訳を意図的とも思われる程
に、誤訳または誤用を行ってきたと指摘する。同氏は「public」を英語で「皆
のこと」という意味であると捉えている。その上で、「public」すなわち「皆
のこと」は全て政府の責任であり、政府が全て行うから国民は関与しなくて
よいという考えの下に、近代国家としての憲法や民法を制定し、倫理を規定し、
日本の社会の仕組みを作ってきたとしている9。
　以上のとおり、「公共」を巡る捉え方や議論は多義かつ多様であり、混迷を
極めているのが実情である。本稿では特に、長坂による問題提起に視座を受
け、「皆のこと」という本来的公共性が官主導を意味する「国家による公共性」
へと意図的（政府にとって）または無自覚的（市民にとって）に収斂させら
れてきたことを歴史的事実と捉え、論述を進めていきたいと思う。すなわち、
斉藤が言うところの②に当たる「市民による公共性」概念が本来的かつ第一
義的な公共性であり、国家が応えるべき公共ニーズとはあくまでも市民が起
点となるものであることを明らかにする次第である。

7	 斉藤純一『公共性』岩波書店、2000 年、Pviii
8	 晴山一穂「公共性概念に関する一考察」『専修法学論集』第 106 号、2009 年 7 月、

P65 ～ P70
9	 長坂寿久「公共哲学と日本の市民社会（NPO）セクター－「公 ･ 公共 ･ 私」三

元論と 3 セクターモデルについて－」『国際貿易と投資』季刊 68 号、2007 年夏号、
P127
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3　近年注目されてきた「公共哲学」

　第 166 回国会における国家公務員法改正の審議では、公共哲学と公務員倫
理に関する議論の重要性について行政改革担当大臣がその認識を述べている
など、近年、公務部門において公共哲学と公務員倫理に関する議論の重要性
が指摘されている10。公共哲学とは何かについて、山脇によると、「哲学、政治、
経済、その他のもろもろの社会現象を公共性という観点から統合的に論考す
る学問」であると定義している11。すなわち、直面している多様・高度化す
る現代の社会的課題に対して、「政府＝公」と考えるかつての国家哲学とは根
本的に違い、また同時に、「私益」を追求する人々の活動の場たる「市場」の
論理にすべてを委ねるのでもない、「民（人々）を担い手とする公共」という
観点で新しい思考回路を切り開く学問が公共哲学といえると考える。しかし、
学問としての公共哲学は、用語、表現の仕方とも難解であり、行政職員に理
解が浸透しているとは言いがたい。

4　民主制国家における公務員の本質

　荒井は、公務部門において働く職員は、備えるべき倫理や基礎となる哲学
について議論する場合、憲法と国家公務員法の中心思想である民主制原理を
柱に展開すべきであることを指摘している12。具体的には、公務部門に公共哲
学を導入するに当たって、憲法 99 条の憲法尊重義務を根拠に、憲法思想が第
一義的な重要性を有すると言えるとしている。そして、その基本思想が端的
に表れているのが憲法前文であると説く。すなわち、日本国民が、世界平和
という国際社会一般の利益（普遍的な市民的公共）の実現を目指し、政府の
行為による戦争を回避するため、「人類普遍の原理」である民主制原理・国民
主権原理に基づいていることを明らかにしているのである。

10	 荒井達夫「公共哲学と公務員倫理～民主制国家における公務員の本質～」『立法
と調査』275 号、2008 年 1 月、P13

11	 山脇直司「公共哲学とは何か」季刊「公共研究」第 1 巻第 1 号、2004 年 12 月
12	 10 と同じ、P15
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13	 武田康弘「「公共」をめぐる哲学の活躍」『行政監視情報』、平成 22 年 10 月 15 日号、
P12

14	 13 と同じ、P6

　そして、民主制原理・国民主権原理を前提として特に、憲法第 14 条及び
第 15 条から民主制国家における公務員の本質に関する解釈を導いている。具
体的には、国民主権と法の下の平等に基づく民主制国家において、その地位
と権限はすべて国民に由来し、①公務員は職務の遂行に当たり、すべての国
民に対し平等に対応しなければならず、②公務員は公務員であることにより、
特権的立場に立つことは許されないとしている。つまり、公務員が「全体の
奉仕者」であることの本質的な意味はここにあると考えているのである。そ
して、この憲法思想に基づいて、国家公務員法（本稿では、地方公務員法も
含むものと解釈して論述する。）では、公務員は国民に対し、公務の民主的で
能率的な運営を保障するため、国民全体の奉仕者として、「全国民に共通する
社会一般の利益」のために勤務しなければならない、としている。その上で、
あくまでも「全国民に共通する社会一般の利益」（＝「市民の公共」）を追求
するのが公務員であり、「政府のための公」という概念は憲法の根幹を成す民
主制原理・国民主権原理に反することになると結論づけている。
　この点について、武田は次のように述べている。「公（おおやけ）という世
界が市民的な公共という世界とは別につくられてよいという主張は、近代民主
主義社会では原理上許されません。昔は、公をつくるもの＝国家に尽くすもの
とされてきた『官』は、現代では、市民的公共に奉仕するもの＝国民に尽くす
もの、と逆転したわけです。主権者である国民によってつくられた『官』は、
それ独自が目ざす世界（公）を持ってはならず、市民的公共を実現するため
にのみ存在する。これが原理です」13。これを受け、荒井は、「日本国憲法が
依拠する民主主義思想の哲学的根拠を明らかにする極めて重要な指摘であり、
行政運営及び行政監視の思想的土台となるとおもわれる。」と述べている14。
　晴山においても、「国家の公共性は、支配層の部分的特権的利益を国民全体
の共同利益と偽装するためのイデオロギーとしても同時に機能することにな
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15	 8 と同じ、P71
16	 8 と同じ、P54
17	 9 と同じ、P134

る」と警笛を鳴らしている15。
　このような先行研究から、公務員の存在意義とは民主制・国民主権原理に
基づく憲法や国家公務員法から導かれるものであること。憲法や国家公務員
法に基づき業務を遂行する公務員は「全国民に共通する社会一般の利益」（＝

「市民の公共」）の実現を目指すこと。こういったことを公務部門で働く職員
一人ひとりが自覚し学習する必要があると考える。
　本項では、公共の本質とは「市民的公共性」であることを論じてきた。次
項では「市民的公共性」の担い手は、政治・行政だけでも民間企業だけでも
なく、NPO など一人ひとりの市民が積極的に社会的課題にコミットメントす
ることが重要であることを問題提起した上で、異なるセクター同士が協働し
合うという社会的課題解決の枠組みの必要性を論じていくこととする。

5　「官から民へ」から「官も民も」へ

　公共性論隆盛の背景について晴山によると、80 年代以降、「官から民へ」
の名のもとで進められてきた“新自由主義的行政改革”を重要な要因の一つ
として挙げている16。そして、このことは平成 9 年 12 月に公表された総理府（現
内閣府）による「行政改革会議最終報告」の中で「『公共性の空間』は、決し
て『官』の独占物ではない」という著名なテーゼを掲げて、公的事務・事業
の民間化、各種規制の緩和・撤廃、公務員の削減と非公務員化など、“官によ
る公共性の独占の打破”が行われてきたことに現れていると記してある。
　この点の問題点として、「民」の認識の違いがあると考える。長坂の問題意
識にあるように、この場合の「民」とは「市場」のことであり、市民一人ひ
とりの社会的課題への参画を拡大していこうという発想ではないのである17。
市民不在の社会的課題解決の在り方が官の肥大化や官と経済界との癒着を産
み、市民は行政サービスの「受益者」に過ぎなくなってしまい、行政依存体質・
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公共課題への無関心を助長してきたと考える。
　しかし、1998 年の NPO 法施行が市民的公共性の回復へ向けた一歩を踏み
出すきっかけとなった。同法は、1995 年 1 月の阪神大震災での救援ボランティ
ア活動の盛り上がりを背景に、議員立法として可決された。これにより市民
団体の社会貢献活動に法人格が認められ、市民による社会的課題解決への参
画が拡大してきている。全国の NPO 法人数は 2010 年 5 月時点で 4 万を超え、

「NPO」という言葉が新聞に掲載されない日は滅多に無くなってきた。さらに、
同法第 1 条において「市民」という言葉が法律用語として初めて盛り込まれ
ることになった。
　『平成 16 年版国民生活白書』（内閣府）では、「個人でも『官』でも対応が
難しくなってきた暮らしのニーズをどう満たすかが課題となっている。地域
の活動は，かつて地域集落が担っていた相互扶助のように個人が解決できな
い『公共』の問題を新しい形で解決する可能性を持っているのではないだろ
うか」、「住民が自分の関心のある分野で経験や能力を生かし、様々な関係者
と協力しながら、個人では解決できない地域の様々な課題に自発的に取り組
む活動は、新しい形での『公共』を創り出すことにつながるのではないだろ
うか」（1 頁）として、NPO を始めとする全国の地域活動事例を紹介し、その
社会的経済的意義を指摘し、NPO と地方公共団体・企業との協働の重要性を
強調している。
　最近では、鳩山前首相が所信表明演説や施政方針演説で「新しい公共」の
考え方について言及し、そのビジョンの普及と促進を深めるために、平成 22
年 1 月には「新しい公共円卓会議」が設置された。NPO への寄付税制拡充や、
社会起業家・社会的企業への支援など、市民的公共性の拡充へ向けた取組み
を進めている。
　このように、社会的課題に対する市民自らによる自発的な参加促進の仕組
みが整い始めてきている。また、企業セクターにおいても、収益的側面のみ
ならず、環境的側面や社会的側面も経営の全プロセスに組み入れるといった
CSR（企業の社会的責任）の観点が浸透しつつある。よって、「官から民へ」
というトレードオフの枠組みから、「官も民も」という、Win-win・プラスサ
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ムの枠組みである「協働による社会的課題の解決」を筆者らは提唱したい。
「協働による社会的課題解決」には、誰か一人のスーパースター（又は単一の
セクター）が全ての問題を解決するという考え方ではなく、それぞれ一長一
短のある主体たちが多種多様な長所と特性を活かしあい、ともに問題解決に
向けて行動する全員参加型の枠組みが重要であると考える。なお、これらの、
共に担い手となる主体たちについては、次章で個別に事例紹介する。

6　これからの行政の役割―「公共を担う民間主体を豊かにする」―
　福島によると、「これからの行政の役割は、公権力を伴わなければできない
仕事（必要最小限の「許認可」など）と、市民と共に作ったまちづくりの目
標に向かってあらゆる市民や企業の活動をコーディネイトし、下支えしてい
く仕事、この二つが中心になるだろう。」とし、その上で、「コミュニティの
中で公共サービスを担う仕組みをつくり、多様な民間の主体を育てていくこ
とが大切だ。公共を担う民間の主体を豊かにすることによって、公共サービ
スはより充実させつつ、スリムな市役所を実現できる。「大きな公共」と「小
さな（地方）政府」を目指していきたい。」と述べている18。
　ここでポイントとなるのが、「公共を担う民間の主体を豊かにする」という
視点である。つまり、行政は公共ニーズを充足する主体の一つに過ぎず、民
間企業や NPO などの多様な主体の力を最大限発揮できる環境を整えること
が求められることとなる。また、冒頭で述べたとおり、子育てや介護、失業・
雇用対策、教育など、行政による画一的なサービスでは住民の満足を充たせ
ない社会的課題も多様化している。そこで、こういった個別具体的なサービ
スを求める分野については、NPO 経営者や社会起業家のビジネスチャンスと
捉えていくことが重要である。
　以上を踏まえ、これからの行政の役割としては第一に、上下水道・消防警察・
社会保障・教育など、全市民に共通の必要不可欠な生活インフラ整備や公正・

18	 福嶋浩彦・武田康弘「市民自治を創る」『白樺教育館だより』76 号、2007 年 2 月
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19	 寄本勝美編著『公共を支える民－市民主権の地方自治－』コモンズ、2001 年

中立なサービス提供に集中すること。そして、多様化する社会的課題に対し
積極的に解決を試みる NPO などの主体たちが活躍出来る社会環境を整えて
いくことが求められていると考える。このように、「豊かな」公共サービスに
よって、多様化する社会的課題を解決していくのである。例えば民間企業は
顧客ニーズに敏感であるため、販売する製品やサービスも短い期間に劇的に
変化していく。行政もまた、顧客である市民のニーズを真摯に受け止め、自
らを創造的に刷新していく必要があるのではないだろうか。時代の変化とと
もに社会的課題が多様化している中、その解決方法や主体もまた多様化し変
化していくのである。
　なお、「公共課題」という土俵の上で、真に行政が担うべき範囲はどこまで
なのかという「行政の守備範囲論」、行政とそれ以外の主体との「官民役割分
担論」については、「民間非営利組織による公共性の担保」といった課題とと
もに多くの研究余地が残されていることを付け加えたい。

第 2 章　市民的公共の「担い手」の動向

1　協働による社会的課題解決の必要性

　第 1 章では、公共の概念の本質とは市民が起点となる「市民的公共性」で
あること。公務員は憲法や公務員法を貫く基本原理である国民主権・民主制
原理を自覚し、本来的な公共の概念である「市民的公共性」を追求する存在
であること。そして、公共を担う民間の主体が活躍し、行政もともに社会的
課題の解決を担っていく必要性を述べてきた。本章では、市民的公共の担い
手である民間主体の動向について事例を紹介することでこれらの主体との協
働の可能性について探っていきたいと考えている。
　ここで言う協働とは、自治体職員と新たな担い手が力を合わせて、地域社
会の福祉の向上を目指す活動の体系である19。また、相互に主体性を尊重しな
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20	 19 に同じ 
21	 市町村アカデミー監修『自治体と地域住民との協働』ぎょうせい、2005 年

がら合意形成を図っていくことであり、さらにその具体化や実践を伴うもの
でもある20。NPO 組織の活動が活発的になってきてから、行政との協働が話
題となっている。地域の問題解決のため、住民と行政とが相互にお互いの不
足を補い合い、ともに協力して地域の問題解決を図る「協働」のまちづくり
という新しい時代の地域社会のあり方の意識が行政、市民双方に強く芽生え
ることが求められているのである。
　課題解決への取組みに当たっては、お互いの相互理解が必要である。それ
ぞれの立場を理解し、お互いの強みを活かすにはどうすればよいかを検討す
ることが重要となる。そして、今後は行政が持っている資源と、新たな担い
手が持っている能力や資源を、お互いの目的とすり合わせ、一つの事業をつ
くるための方策を自治体の施策に取り込んでいくことが必要となる21。

2　社会的課題解決を担う民間主体

　本項では、多様化する社会的課題に対し、自発的に独自の発想と手法によっ
て、積極的に関わっていこうとする人たちを取り上げる。「国家による公共性」

（第 1 章参照）の概念が根強い中、「市民的公共性」の担い手たちは確実に存
在しているのである。それぞれの発想や手法は異なるが、「公共」という土俵
の上で社会的課題に対峙しているという点で相違ない。
　第一に、最近、TV やラジオ、新聞などで多く取り上げられるようになって
いる、ビジネスの手法を用いて社会的課題の解決を試みている「社会的企業」・

「社会起業家」である。ソーシャルビジネス研究会報告書や本著者らで行った
NPO 法人コミュニティビジネスサポートセンターへの現地調査の結果と代表
的な社会的企業である「NPO 法人フローレンス」を事例に挙げ、概要を明ら
かにしていきたい。
　第二に、平成 15 年（2003 年）の CSR（企業の社会的責任）元年以来、積
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極的に CSR に取り組む企業の社会貢献活動である22。平成 22 年 11 月に発行
が予定されている CSR の国際標準規格である ISO26000 や昨今話題にもなっ
ている専門性を生かしたボランティアであるプロボノなどについて取り上げる。
　第三に「新しい公共円卓会議」でも、「新しい公共」の担い手として大きな
期待を寄せられている NPO である。ここでは、NPO が提供するサービスに
公共性を確保するための評価基準について取り上げる。
　
3　社会的企業とソーシャルビジネス

（1）社会的企業、社会起業家

　近年、社会的企業や社会起業家、ソーシャルビジネス（以下「SB」という。）
やコミュニティビジネス（以下、「CB」という。）などについて研究が続々と
進められ、様々な研究論文や書籍、雑誌による特集記事などが発表・出版さ
れている。「社会的企業」、「社会的起業家」とは明確な定義があるわけでは
ないが、必要条件を述べると、保育や医療、雇用、教育などの社会的課題に
対してビジネスの手法を用いて解決している組織体が「社会的企業」であり、
そうした「社会的企業」を起業する人たちを「社会起業家」と呼ぶことがで
きる。代表的な社会的企業には、病児保育事業を展開している「NPO 法人フ
ローレンス」や引き込もり・ニートの要因となる大学中退を防止するプログ
ラムを大学に販売する「NPO 法人 NEWVERY」23、定期的に健診を受けられ
ないフリーターや自営業者、派遣労働者などにワンコイン（500 円）で簡易な

22	 CSR 元年：リコー、帝人、ソニー、松下電器産業、ユニ・チャーム、キャノン
などの日本を代表する企業が、CSR 経営への転換を機関決定し、平成 15 年（2003
年）を境に CSR 担当組織の設置や CSR 担当役員の任命など具体的な CSR 経営
を開始したことからこのようにいわれる。こうした動きは今後、急速に増えるこ
とが予想される。（川村雅彦「2003 年は「日本の CSR 経営元年」－ CSR（企業
の社会的責任）は認識から実践へ」『ニッセイ基礎研 REPORT』、2003 年 7 月）。

23	 駒崎弘樹「新しい時代の企業の役割とは」『日本の論点 2010』文藝春秋、2009
年 12 月、P347
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健康診断を行う「ケアプロ株式会社」などがある24。
　彼らの特徴として第一に、法人格などの組織形態は様々ということが挙げ
られる。経済産業省が平成 20 年 4 月に発行した「ソーシャルビジネス研究会
報告書」によると、社会的企業の組織形態は NPO 法人が約半数で株式会社
や有限会社といった営利法人は約 2 割とあるように、事業内容等によって最
適な組織形態を選択していることが推察される。
　ここでよくある疑問として、非営利組織である NPO 法人がビジネスの手法
を用いて収益を出しても構わないのか、という点が挙げられる。NPO 法人も
事業体である以上、人件費や施設整備費などの経費は必然的に発生する。し
たがって、事業を継続させるために組織運営上、利益を出すことは前提となる。
　株式会社などの営利組織との根本的な違いは、事業収益を第三者へ配当し
ないということである。株式会社が出資者である株主へ利益の配当をする必
要があるのと違い、NPO 法人などの非営利組織は事業収入や寄付、会費、委
託事業費など資金調達源が様々なのである。
　そして、第三者に配当されない利益は、再びそれぞれの団体のミッション
である社会的課題解決に向けて投資されることになるのである。儲けた利益
はよりよいサービスへと繰り返し活用されていくのである。
　第二に、これまで行政が思いもしなかったような革新的な手法とアイデア
を用いて社会的課題に挑んでいるということである。
　先にも述べたことであるが、公平・中立をモットーとする行政の力だけで
は関係者全員が満足するサービスを充たすことは不可能である。その結果、
病児保育や大学中退予防、非正規雇用者への健診サービスなど、時代の変化
とともに表出してきた個別具体的な社会的課題に対して手が回らなくなるの
が実情である。
　こうした社会的課題に対して問題意識をもち、独自のアイデアと発想でビ
ジネスモデルを開拓している企業体が「社会的企業」、その経営者が「社会起
業家」である。

24	「月刊 SymPress」4 月創刊号 P11
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25	 事業を起こすきっかけは、代表理事の駒崎氏の強烈な課題意識による。このこ
とは、駒崎弘樹『「社会を変える」を仕事にする 社会起業家という生き方』（英
治出版、2007 年、P204）に詳しい。

　ここでは、代表的な社会的企業である「NPO 法人フローレンス」（以下、「フ
ローレンス」という。）を例に、その革新的手法とは何かを説明する。
　フローレンスは、保育業界では「保育の闇」とさえいわれてきた病児保育
事業に取組んでいる25。病児保育施設は全国に約 3 万ある保育所に比べて 750
しかなく、子どもの急病は突発的に起こるため、安定的な経営が出来ず、さ
らに補助金を注入する国による一律な価格設定で、9 割の病児保育施設が赤
字という事態に陥っている。
　この課題に、後にフローレンスを立ち上げ代表理事に就任する駒崎弘樹氏
は経営的に成り立つモデルを構築することを考える。それが「脱施設型」と「保
険共済型」というモデルである。
　まず、「脱施設型」であるが、地域の保育経験やスキルのあるお母さん方の
力を借り、子どもを預かってもらう。そして、急に熱を出した場合は、同じ
く地域の小児科医に連絡を取り、必要なアドバイスをあおぐ。このように地
域資源（保育スキルのあるお母さんと小児科医）に着目することで、これま
での施設に依存していた病児保育事業を克服することに成功する。
　次に、「保険共済型」の導入である。これは、利用者に月々課金することで
病児保育が必要なときは無料で病児保育サービスを提供するという仕組みで
ある。この仕組みならば毎月の収入は必ず安定し、経営的に成り立つのである。
冬場は多くの子供が風邪などで熱を出すため、夏に比べてニーズは増えると
いったように、季節変動に起因する病児保育特有のキャッシュフローの不安
定さを解消させることができた。
　このように、柔軟かつ斬新な発想で困難な社会的課題の解決を試みている
のである。
　さらに注目すべき点は、後に厚生労働省がこの仕組みを取り入れ、「緊急サポー
トネットワーク事業」（厚生労働省HPより）として全国展開したことである。また、
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平成 22 年 2 月からは、大阪の NPO 法人ノーベルがフローレンスのノウハウを
参考に大阪府内でも同様の事業を行っている。（NPO 法人フローレンスHPより）
　このように、国を動かし、同志を集い、各地に波及させ、点から線、そし
て面へと拡がり、病児保育が「当たり前の社会インフラ」として根付く社会
に向けて日夜奮闘しているのである。
　第三に、特に「社会起業家」といわれる人たちに 30 歳前後の若年層が多い
ということである。
　この世代の特徴の一つに、20 世紀末から 21 世紀初頭にかけての就職氷河
期を経験し、強い危機感を持っていることが挙げられる。彼らは、これまで
の終身雇用、年功序列といった雇用慣行に疑問を持ち、「社会起業家」として
自ら新しい働き方の仕組みを切り開いたパイオニアといえる。そして、「社会
的起業」という新しいビジネスモデルを開拓したことで、さらに彼らを範と
する次の世代を担う若者が増えてきている。
　その理由としては、近年、地域や社会の課題をビジネスの手法で自ら解決
しようとする若者をサポートする体制が整備されてきているからである。
　例えば、NPO 法人 ETIC では、20 代を中心とした若者に対し、長期実践
型インターンシップや起業支援など起業家的成長の機会を提供するプログラ
ムを展開している。
　最後に、現在活躍している社会起業家たちは、「社会起業家になろう」と思っ
て起業したわけではないという点を指摘しておきたい。彼らの出発点という
のは、行政も企業も手をつけない、または、非効率な解決方法をしている社
会的課題に対する問題意識から始まり、その気づいてしまった課題を試行錯
誤の末、ビジネスによって解決しようというのである。
　「社会起業家」という呼称が非常にキャッチーなため、若者を中心に受け入
れられやすく、一時的なブームとみなす人たちもいる。また、自分の能力や
立場、社会的ニーズに向き合わず、思いや憧れだけで安易に取り組もうとす
る若者もいる。しかし、独自のアイデアや発想でビジネスモデルを模索、研究、
開拓しているその実態は、フローレンスの例を見ても生易しいものではない
ことは想像に難くない。
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26 ソーシャルビジネス研究会『ソーシャルビジネス研究会報告書』経済産業省、
平成 20 年 4 月、P4

　以上、社会的企業、そして社会的起業家とは何かを説明してきた。次節では、
実際の事業手法である SB、CB について論述する。

（2）ソーシャル / コミュニティビジネス

　社会的企業・社会起業家は主体であり、SB（・CB）は手法であると定義できる。
具体的には、「事業で社会的課題を解決すること」である。SB と CB との違
いは地域性、つまり活動領域や解決すべき社会的課題について一定の地理的
範囲が存在するかどうかの差である26。備えるべき要素については基本的に同
じであると考えられている。

＜コミュニティビジネス（CB）とソーシャルビジネス（SB）の関係＞

SB
CB

主な事業対象領域が
国内海外を問わない

主な事業対象領域が
国内地域

ボランティア、
地域コミュニティ

活動等

①社会性
②事業性
③革新性

①社会性

SB

CB

主な事業

対象領域が国内地域

主な事業対象領域が国内海外を問わない

（ソーシャルビジネス研究会報告書「本報告書におけるコミュニティビジネス（CB）とソーシャルビ
ジネス（SB）の関係」図を基に筆者作成）

ア　ソーシャルビジネスとはなにか―ソーシャルビジネス研究会報告書から―
（ア）ソーシャルビジネスの定義
　ソーシャルビジネスとは、社会的課題を解決するために、ビジネスの手法
を用いて取り組むものであり、①社会性、②事業性、③革新性、の 3 つの要
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件を満たすものである27。
　①社会性とは、現在解決が求められる社会的課題に取り組むことを事業活
動のミッションとすること。②事業性とは、①のミッションをビジネスモデル
としてビジネスの形に表し、継続的に事業活動を進めていくこと。③革新性
とは、新しい社会的商品・サービスや、それを提供するための仕組みを開発
したり、活用したりすること。また、その活動が社会に広がることを通して、
新しい社会的価値を創出することである。

＜ソーシャルビジネスの担い手＞

社
会
性

ソーシャルビジネス

一 般 企 業

中 間
組 織

事 業 型 N P O

社 会 志 向 型 企 業

慈 善 型 N P O

（ソーシャルビジネス研究会報告書「ソーシャルビジネスの担い手」図を基に筆者作成）

（イ）主な対象事業分野
　一般の者或いは SB の商品・サービスの利用者を対象とした「社会的企業、
ソーシャルビジネス、コミュニティビジネスについての意識調査」（以下、「意
識調査アンケート」という。）および SB の事業者を対象とした「ソーシャル
ビジネス・コミュニティビジネス事業者アンケート」（以下、「事業者アンケー
ト」という。）両アンケートの結果、SB の活動分野又は SB の商品・サービス
で利用したことのある分野のうち上位に位置づけられるものは「地域活性化・
まちづくり」、「障害者・高齢者・子育て支援、保健・医療・福祉」、「教育・
人材育成」、「環境保全・保護」等の分野である。

27	 26 に同じ、P3

事 業 性
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28	 26 に同じ、P8

（ウ）ソーシャルビジネスの市場規模（英国との比較）
　現在の我が国の SB の市場規模は、SB が活発に活動していると言われる英
国と比べると、非常に小さい。
　英国においては、SB 事業者数は 55,000 人、市場規模は 5.7 兆円、雇用者数
は 77.5 万人である。一方、日本では、事業者数は 8,000 人、市場規模は 2,400
億円、雇用者数は 3.2 万人に過ぎない。28

　しかし、今後 SB への認知度が高まり、また、SB 活動が活発化すれば、我
が国の経済規模を考えると、SB の市場規模と雇用数は英国以上の規模に拡大
する潜在能力があると考えられている。

イ　ソーシャルビジネスの課題
（ア）社会的認知度の低さ
　意識調査アンケートによれば、現状として SB に関する認知度は非常に低
く、SB の事業者を具体的に想起できる者は全体の 16.4% に留まっている。ま
た、SB の商品・サービスを使ったことのある者は、「ほとんど使っていない」
が 31% と最も多い。その理由として「信用できない」と答えた者の多く（61.5%）
は、「公的な認証のなさ」を挙げている。
　このようにまず、社会的認知度の低さから来る信用不足が課題として挙げ
られている。

（イ）資金調達の公的機関依存
　事業者アンケートによれば、1団体当たりの年間収入（売上高）は1,000～5,000
万円未満である団体が最多数を占めている（26.4％）。また、資金調達先につ
いて、事業規模の小さい組織は、売上が公的補助金等で構成されている割合
が相対的に高く、公的機関からの委託等に依存している現状がうかがえる。
　委託等への依存に起因する行政の下請け化を防ぎ、本来備えるべき革新性
といった長所を伸ばしていく必要がある。そして、事業の拡大を進めるため
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には、事業収入や寄付の増加など、公的機関以外からの資金調達への移行が
必要である。

（ウ）担い手不足
　上記ア（ウ）で述べたとおり、SB 事業者は約 8,000 と推計され、雇用規模
は約 3.2 万人である。これは日本の総人口といったポテンシャルに比べて未
発達であることがわかる。事業者アンケートによれば、SB 等の普及・発展
にあたっての問題点・課題として「担い手となろうとする人の絶対数の不足」

（42.3%）は、「行政、公的機関における連携・協働の推進」（42.5%）に次ぐ数
字である。1 団体当たりの従業員数は、常勤ベースで 4 人以下の団体が約半
数を占めており（52.6%）、SB を担う組織の事業規模は比較的小さい。

ウ　コミュニティビジネスとはなにか
	 　―NPO 法人コミュニティビジネスサポートセンター現地調査等から―
　CB 事業者の実態調査として、CB の定着と実践者の育成を行う中間支援機
関である、「NPO 法人コミュニティビジネスサポートセンター（代表理事永
沢映氏。以下、「CBS」という。）」へ現地インタビュー調査を行った（調査日：
平成 21 年 11 月 16 日）。
　当該法人は、全国の CB 事業者に対して相談やネットワーク構築、助成金
などの支援を行っている。
　以下、CSB への調査結果を元に、CB 事業者の実態について論述する。

（ア）コミュニティビジネスの定義
　CBS のホームページによれば、コミュニティビジネスとは、市民が主体と
なって、地域が抱える課題をビジネスの手法により解決し、またコミュニティ
の再生を通じて、その活動の利益を地域に還元するという事業の総称である。

（イ）CBS の役割
① 活動内容
　CBS の主な活動は人材育成。年間 150 日間全国で講座を行い、300 件の相
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談を受ける。16 名の専従職員がいるが、職員数は NPO 法人全体からみると、
人数に多い方である。操業したい人の支援機関として横軸（協働）を広げな
がら縦軸（事業）を伸ばしていけるよう戦略的なサポートを行っている。

② CB の特徴
　CBは地域住民が日常生活の中で身近に感じる生活課題（福祉、子育て、環境、
商店街活性化など）に対し、ビジネスの手法を取り入れることで継続的に解
決することを目指している。行政でも企業でも担えない、住民生活に密着し
た課題解決手法である。
　その際、人・物・金・情報など豊富な資源を持つ、CB 実践者（プレイヤー）
の周りの地域住民など（サポーター）の協力をどう得るかが安定した事業経
営にとって重要な視点となる。

③ CB の課題と今後
　CB は、未だ一般的に知られておらず、現在は社会的認知度を上げる段階
にある。その際、CB のことを多くの人に知ってもらうには、「これが CB だ」
という一つのモデルケースを視覚化することが効果的である。「これが地域活
性化分野の代表例」などのように実例をリアルに社会全体に見せていくこと
が CB 普及、ひいては CB 担い手増加へとつながる。
　経営面では、十分な収益性（就業・雇用機会の創出や経済活性化）につな
がる力が乏しいという面がある｡
　また、CB の運営が上手くいかない代表例として、想いと経営戦略上のずれ
によって運営資金が調達できず、事業継続が困難となるケースが多くある。

（ウ）考察
①「中長期的」支援体制が必要
　CB は長い時間をかけて地域に根付いていくもの。行政は中長期的な戦略を
持って、支援を継続に実施出来る仕組みを作り、その上で「豊かな公」のパー
トナーとして協働していくことが大切である。
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29	 日本経団連社会貢献推進委員会編著『CSR 時代の社会貢献活動－企業の現場か
ら－』日本経団連出版、2008 年 7 月

30	（社）日本経済団体連合会企業行動委員会『CSR（企業の社会的責任）に関する
アンケート調査結果』」2009 年 9 月 15 日

②地域への「思い」を具現化できる土壌を整える
　CB 活性化には、「思い」や「気概」を持っている人が実践行動に移しやす
い環境を整え（情報や活動場所の提供）、その人を中心として周りのサポーター
をどう巻き込んでいくかが重要である。
③地域課題、地域資源の発掘から解決策までを行政がコーディネートする
　地域の生活課題は様々であるが、一気に解決を目指すのではなく一つに絞
ることで、解決に向けて地域住民や NPO、ときには地元企業なども巻き込ん
で、話し合う場を設けるなど、地域の力で解決策を導くためのコーディネー
ターの役割を都や区市町村が担うことが重要である。

4　企業の社会貢献活動

（1）企業の社会的責任（CSR）

　（社）日本経済団体連合会（以下、「日本経団連」という。）では、1980 年
代後半から「企業の社会貢献」を、企業と社会とのパートナーシップと位置
付けて推進してきた29。2000 年代に入り、企業の社会的責任（CSR）への取
組が強化されるようになると、各社における社会貢献の位置づけは変化し、
CSR の一環として推進する傾向が強まってきた。

ア　CSR の一環として（意識の深化）
　「CSR（企業の社会的責任）に関するアンケート調査結果」によると、CSR
に関する基本的な考え方として、対象分野によって違いが見られる30 ものの、
総じて、「①法令順守」にとどまらず、「②法令順守を超えた社会的良識の範
囲での活動」や「③持続可能な社会の創造に向けた活動」として積極的に応
えている分野が多い。とりわけ、「環境」、「地域貢献を含む社会貢献」につい
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ては、85%（368 社）、74%（319 社）の企業が③と回答し、CSR をより積極
的な活動として捉えていることがわかる31。
　また、CSR への取組状況として、CSR の基本方針の明文化や担当役員の任
命、CSR 専門部署の設置など、CSR 推進体制・制度は「CSR 元年」と位置
付けられている平成 15 年（2003 年）以降導入が進み、平成 17 年前後が導入
のピークとなっている。
　さらに、CSR に関する情報開示をしている企業 396 社（近々開示する企業
を含む）のうち、95% が CSR に関する情報をインターネット上で公開しており、
CSR 報告書を発行している企業は 64% にのぼる。
　以上見てきたように、平成 15 年以降 CSR の推進体制・制度が広まり、現
在は CSR を法令順守といったやや受け身な捉え方から、積極的に社会貢献活
動と結び付けていこうとする、社会に開かれた CSR へと捉え方が変化してき
ている。
　そして、こういった各社の取組をネット上の CSR 報告書等で積極的に情報
開示を行っていることが明らかになった。

イ　CSR が就職活動中の企業選択基準に
　就職活動中の企業選択において、CSR が学生にとって新しい基準となって
きている。
　「就職ウォーカー」を発行する就職情報会社ジェイブロードが、就職活動期
を迎えている大学 3 年生、大学院生を対象に行ったアンケート調査によれば、

「『CSR』という言葉・意味を知っている」学生は 72.4％、「企業選択をする上
で『CSR』という視点は必要だ」と思う学生は 84.2%、と回答している32。

31	（社）日本経済団体連合会社会貢献推進委員会・1% クラブ『2008 年度社会貢献
活動実績調査結果－社会貢献活動支出と社会貢献に関する意識の調査－』2009
年 12 月 15 日

32	「Valuable Company ランキング」は、株式会社ジェイブロードが平成 21 年 3 月
3 日～平成 21 年 4 月 5 日の間に「就職ウォーカー Net」に会員登録した全国の
主要大学生に対して行ったアンケートである。
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33	 小河光生編著『ISO26000 で経営はこう変わる－ CSR が拓く成長戦略－』日本
経済新聞出版社、2010 年 4 月、P48

34	 33 に同じ、P86

　また、CSR に関する企業の活動情報について、「環境への取組」、「消費者
への情報公開」、「従業員への配慮」についてどれも 80% を超える学生が知り
たいと回答している。

（2）ISO26000

　「ISO26000」とは、世界で初めて作成された CSR に関するガイダンスであり、
ISO（国際標準化機構）が定めた、すべての組織を対象にした「社会的責任
に関する手引き」のことである33。
　この国際規格は、1992 年に開催されたリオ・デ・ジャネイロの地球サミッ
トや、2002 年にヨハネスブルグで開催された持続可能な開発に関する世界首
脳会議で表明された「社会的責任は、組織の永続的発展に欠かすことができ
ない」という認識をもとにしている。平成 22 年 11 月、全世界に向けて発行
される予定である。（平成 22 年 9 月 3 日付け本経済新聞夕刊）
　ISO26000 の最大の特徴はガイダンス規格である点である。つまり、
ISO9000 などと違って認証を目的としていないのである。ISO26000 には CSR
にかかわる広く普遍的な要素が示されている。その中から各社にとって必要
なものを各社の判断で選択していくのである。したがって、ISO26000 をどの
ように活用するか正解はない。
　ISO26000 のメリットとして、組織のリスクマネジメント慣習を改善する、
組織の評判を高め、社会的な信用を助長させる、新たな視点に触れ、多様な
ステークホルダーと接することで、ステークホルダーと組織の関係性、また
イノベーションの能力を高める、といったことが挙げられる。
　さらに今後、ISO26000 が発効すれば「企業として最低限行っていないとい
けない」基準となることが考えられる。そして、ビジネスにおける取引条件（基
準）の 1 つになりうることも想像できる34。
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35	 日本経団連：企業行動憲章（2010－9－14）
36	 33 に同じ、P56
37	 35 に同じ

　また、ISO26000 は企業だけではなく、すべての組織に適用されるため、
NPO などの非営利組織も当然に対象となる。
　日本経団連は 2010 年 9 月 14 日、ISO26000 の発行など CSR を取り巻く最近
の状況変化を踏まえ、「企業行動憲章」を改定した35。日本企業の自主的取組
を促す改定とはいえ、日本全国に CSR の概念がさらに明確になり、ISO26000
を基準として各企業がさらに CSR を推進していくことが期待される。

（3）社員のボランティア活動

　従業員がボランティア活動を通じて社会との関わりを日常的に持つことは
人材育成や社員のモラル向上の観点から利点が多い36。
　従業員の多様な生き方、ワークライフバランスを支持することが出来る会
社には従業員も高い満足感を得られ、本業にも良い結果をもたらす。会社以
外の活動を活発化させることで、会社の仕事に創造性や新しい発想や着眼点
をもたらし、生産性の向上につながると考えられる。
　日本経団連が実施した調査の結果によると、社員のボランティア活動、社
会貢献活動への支援状況は着実に前進している。支援している企業が、2002
年度は 60.9% だったのに対し、2008 年度は 79.2%（323 社 /408 社）まで増加
している37。支援策としては、「ボランティア活動の機会を提供」、「ボランティ
ア休暇・休職、表彰等制度導入」、「ボランティア活動の情報を提供」はすべ
て 60% を超えている。
　例えば平成 22 年 4 月 6 日付け日経産業新聞によれば、三井物産では年 5 日、
通常の有給休暇とは別に休めるボランティア休暇制度やイントラネット上に
社員が参加できるボランティア活動を紹介している。業種が多岐にわたる商
社では、ボランティア活動で社員間の交流が深まった結果、他部署への業務
への理解が進んだケースもあるという。
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38	 非営利組織評価基準検討会・NPO 法人言論 NPO「エクセレント NPO とその評
価基準」平成 22 年 4 月 12 日付 HP より

（4）プロボノ

　最近、日本でもプロボノが広がり出している。プロボノとは、本業で培っ
た高度なスキルを活かして貢献する社外ボランティアのことを言う。
　企業に属する人々、労働人口の活用は、後述する市民参加に繋がるだけで
はなく、いくつかの有用性が見受けられる。それが、①マンパワー②（社内）
ネットワークの活用③（職業）専門性といった能力の活用である。
　従来のボランティアと違うのは本業で培った高度なスキルを生かして貢献
する点である。平成 22 年 8 月 10 日付け日本経済新聞によれば近年、参加し
たい人と、支援を必要とする団体・企業を結びつける組織が相次いで誕生し
ている。NPO 法人サービスグラントや年度内に法人化を目指す団体「二枚目
の名刺」などである。
　サービスグラントでは登録しているプロボノ希望者が 500 人を超えた。30
代の会社員が中心で職種は様々だという。背景には若者の社会貢献意識の高
まりがある。内閣府の「社会意識に関する世論調査においても、20 代、30 代
で「何か社会のために役立ちたい」と答えた人は、この 5 年間で 10 ポイント
前後増えている。

5　NPO の質の向上

　平成 22 年 4 月、NPO・NGO の実践者と研究者で構成される、「非営利組
織評価基準検討会」が NPO に対する評価基準38 を発表した。評価の目的は

「NPO の質の向上」とされている。
　この課題意識の背景には、「特定非営利活動促進法」が平成 10 年に制定さ
れて以来、NPO が、数は急増したものの、強い市民社会に向けた担い手にな
りきれていないことがある。この現状を打破するため、評価によって NPO が
切磋琢磨する好循環を生み出し、日本の市民社会を強く豊かにしていこうと
している。
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39	 東京都生活文化スポーツ局（当時）『平成 19 年度都民生活に関する世論調査』
平成 19 年 11 月

40	 平成 21 年度に国が実施した調査では、特定非営利法人経営上の課題として資金
不足を除くと「良い人材の確保と教育」が約 55％と最も多い（内閣府大臣官房
市民活動促進課『平成 21 年度市民活動団体等基本調査報告書』）。

　この評価には 3 つの柱があり、それぞれ「社会変革」、「市民性」及び「組
織の安定性」となっている。
　なぜ「基準」策定なのか。それは「望ましい NPO の姿（非営利組織評価
基準検討会では『エクセレントな NPO』と呼んでいる。）やその評価の基準
をまず明らかにし、エクセレント NPO を目指す動きを非営利の世界に作り上
げると同時に、エクセレント NPO の評価基準が普及することによって、市民
が参加を考える際の判断材料として活用できること」が必要であるからとし
ている。
　「非営利組織評価基準検討会」がいうように、NPO の活動は、未だ市民に
身近な存在となっていないのか。平成 19 年に東京都が実施した地域活動への
参加状況に関する調査39 によれば、「ボランティア活動や NPO による市民活
動」に「参加していない」と答えた人が約 87% いた。また、その理由としては、

「時間的余裕がない」が第 1 位で約 48％、「どんな活動をしているかわからない」
が第 2 位で約 26％であった。
　この結果を踏まえれば、NPO 活動を身近にしていくためには、活動内容の
情報発信をより強化していくことが重要と考えられ、「基準」のようなツール
を用いて、積極的に成果をアピールすることも有効であると思われる。そして、
普通の市民が NPO 活動に係わる入口を広げる観点から、休暇等を利用して
気軽に参加できるような活動機会を NPO 側が増やしていくことも、潜在的な
活動ニーズの発掘に役立つ可能性がある。
　NPO の質の向上を図ること、つまり NPO 活動の専門性の向上を裏付ける
ものは、活動に従事する人材を確保し、育成していく40  ことに外ならない。
市民の側が「基準」によって評価するだけでなく、参加や資金提供など、
NPO 活動を支えていけるのかどうか、問われていると言える。
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　以上、市民的公共の新たな「担い手」による活動を紹介してきた。社会的
課題の解決を事業（ビジネス）でアプローチするという斬新な発想を生かし
た社会起業家たち。企業でも CSR や ISO26000 など社会全体で社会貢献活動
が継続的な企業活動にとって重要な要素となってきている。NPO は市民的公
共を追求する上で、これからの成長が最も期待できるセクターであり、その
可能性は計り知れない。これらの動向を行政職員は知ることが第一だと考え
る。その上でこれらの活動が生み出す価値を理解し、学ぶべき多くのことが
あるのではないか。次章では、社会的課題が多様化し公共ニーズも複雑化す
る中、地方自治体が従来の発想を乗り越え、多様な主体との協働や様々な手
法を学ぶことの重要性、そして新しい社会的課題解決の枠組みについて問題
提起したい。

第 3 章　地方自治体による協働政策のありかた

　市民的公共性に対する考え方をベースとした社会的課題の解決を実現する
に当たり、地方自治体が果たすべき役割と施策展開について、以下に所見を
述べる。

1　地方自治体が社会的課題解決において役割を担う必要性

　社会的課題の解決主体とは、地方自治体だけに限定されることなく、民間
団体である NPO や社会的企業等も含まれることの必然性については、前章
で多くの担い手を挙げ、その関連性について整理して明示したところである。
また、協働という手法による、それぞれの強みを活かした協力体制によって、
担い手による活動の有効性と課題解決能力をより高める効果が期待できる。
これらのことは、市民が自らの課題を認識し、自らの力によって解決に向け
た行動が可能であることを示している。それは即ち、自らが課題解決に取り
組む市民的公共性の姿であり、言い換えると「地方自治の本旨」の要素であ
る「住民自治」の姿とも一致する。さらに、「地方自治の本旨」におけるもう
一つの要素、「団体自治」という点から、「住民自治」を実現するための支援
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組織としての役割を、その存在意義とともに地方自治体に求めることが、「地
方自治の本旨」の具体化に繋がると筆者らは考えた。
　つまり、税金を原資とする独占的な公共サービスの直接的提供から、住民
自治を実現するために市民団体が活躍できる環境を整備し、継続的なサービ
スを提供していけるように支援していくことが、これからの自治体に求めら
れている。
　よって、担い手による社会的課題の解決に向けた取組みに対する環境整備
と支援策は、地方自治体が果たすべき使命（＝ミッション）であり、今後の
政策展開においては、市民的公共性を前提とした施策の実施と、組織行動が
必要となる。

2　施策の実施に当たっての方向性

　公共を担う民間団体である NPO や社会的企業同士の協働により、社会的
課題を解決するフレームワークを実現するために、地方自治体が行うべき施
策展開の方向性について、以下のとおり列挙する。

（1）主体となる民間団体が公共に参加できる社会環境を整えていくこと

　市民的公共性を実現するためにはまず、多様な担い手となる民間団体を、公
共に巻き込む行動が必要となる。そこで、市民的公共性についてそれぞれの
地方自治体がそれぞれの地域に応じてその位置づけを明確にし、広く市民に参
加を呼び掛けていくことが必要となる。また、参加を志す市民や民間団体に対
する広報活動や、実際の活動に関する実態把握等の広聴活動が求められる。

（2）主体となる民間団体が公共で継続的に活躍できるよう支援策を講じること

　市民的公共性を継続させ、より発展させていくためには、これから担い手
を志す市民・市民団体への支援に加え、民間団体間を繋ぎ、協働活動ができ
る仲介機能を発揮することが必要となる。仲介機能については、担い手のレ
ベル（組織規模）と必要とされる資源（人・物・資金等）に見合った総合調
整が必要となり、これは、団体自治の点から地方自治体が担う機能となる。
また、地方自治体間の役割分担を明確化することが求められる。
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（3）市民ニーズの変化に対応した地方自治体のあり方を認識すること

　地方自治体が、住民自治を支える団体自治の役割として、環境整備と支援
策を実施することと同等、あるいはそれ以上に重要になるのが、自己変革を
起こすことである。これには、今後施策の実施に当たってまず、市民的公共
性が今後の組織運営の基本となることへの理解と、担い手の活動実態と市民
が望む活動形態を把握し、それぞれに応じた取組みを展開していくことが求
められる。

　これらの考えを基に、市民的公共性に対しては環境整備と支援策という 2
つの施策と、施策実行に向けた地方自治体の自己変革という観点から、政策
の一例を例示する。

3　施策 1　～環境整備～

（1）市民的公共性の明確化

　まずは、それぞれの地方自治体における地域特性等を考慮しながら、その
地域に必要な市民的公共性とは何かを明確にすることが必要となる。
　その明確化に当たっては、例としてパブリックコメントを反映した上での
協働条例の策定や、啓蒙活動としてのフォーラム・シンポジウムの開催等が
想定される。
　また、協働による課題解決に向けた意識高揚、ムーブメントを起こす取組
みも併せて展開していく必要がある。
　なお、社会的企業家等の活動が活発な地域ではその人々を巻き込んで、市
民的公共性の具体例を見せるという行動が有効であり、そうでない地域では
まず自分たちの身近な部分から公共に繋がっていく行動とは何かを地方自治
体と共に検討していくことが考えられる。

（2）社会的課題解決を促すための広報・公聴活動

　地域での課題解決に向けては、前章で述べたように社会企業家を中心とし
ながらも、そこに住む市民の理解と協力が、市民的公共性に対するサービス
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受給者・供給者（人的資源）の両面から必要不可欠となることは言うまでも
ない。そこで、地方自治体に代わって身近な社会的課題を解決する担い手の
活動を幅広く PR するとともに、地域貢献したいと希望する市民が地域活動
に参加しやすくなる施策（＝仕掛け）を展開する必要がある。PR の意図には、
社会企業家の活動を紹介することに留まらず、地域に対する協働・参画によ
る社会的課題解決に向けた現状や将来像といったものも含まれている。
　また、自治体が行える環境整備の取組みと一つとして、現在インターネッ
ト上で展開されている、ソーシャルネットワーク等の最近のコミュニケーショ
ンツールを社会貢献に活用する方策について、自治体自らが活用する点も含
め、検討する必要があると考える。
　さらに、地域を越えた担い手どうしの連携や、情報共有の仕組み検討も必
要となる。特に、活動する市民団体や協働に関連する情報等を収集し、信用
できるものとして提供・発信する行為は、地方自治体が行うべき機能である
と言える。
　上記の検討結果を踏まえた社会貢献参加機会の拡大と展開により、協働の
取組みが社会的課題決に留まることなく、さらには地域主導による住民自治
補完機能としての役割も期待できる。

4　施策 2　～支援策～

（1）担い手育成活動の拡大

　第一は、担い手育成活動の拡大である。
　地域での課題解決主体は、筆者らが今まで述べてきた担い手を中心とし、
市民の社会参加により実現するものである。その中心としての活躍が期待さ
れる担い手は、地域の社会的課題解決をビジネス等の手法で行うことで、自
治体が直接実施するよりも臨機応変に、地域の実情に合った形でのサービス
を継続的に提供することが可能である。
　しかし、ビジネス手法等と言っても、課題そのものに関する知識に加えて、
会計、税務、法律等の幅広い専門的知識が必要になるのは言うまでもない。
また、担い手となる社会企業家の育成とは即ち、課題解決主体となる人的資

202956_首都大学_都市_第5号_本文-4校.indb   159 2011/03/11   10:57:38



都市政策研究　第 5 号　2011 年

160

源の創出に他ならない。
　そこで、担い手を志す人々が社会的課題に向けた活動を行うに当たっては、
専門的知識の付与や同種サービス提供者との情報共有、起業時の資金サポー
ト等が必要になってくる。
　専門知識やサービス提供については、従来地方自治体により行われている
業務委託等による対策に加えて、会社員によるボランティア活動やプロボノ
の活用が考えられる。資金面については、地方自治体が直接資金の提供を行
うのではなく、例えば地域金融機関等企業の地域貢献活動との結び付きを図
ることでサポートすることを想定している。
　こうした、社会企業家を志す人々に対する育成支援策は、産業振興や雇用
対策、福祉や地域活動支援という様々な行政サービスの視点からも、自治体
によって展開することが必要である。

（2）仲介機能の発揮

　第二に、担い手同士の協働事業を拡大する仲介機能の発揮である。
　今後、地域の抱える様々な社会的課題に対応していくには、それぞれの市
民団体は行政施策の「タテ」軸の取組みに縛られることなく、地域を軸に異
分野の活動主体同士が「ヨコ」軸でつながり、共に担い手として事業に取組
むことが必要となる。
　地方自治体の区分において、基礎的自治体である区市町村は、地域におい
ては地縁組織や社会企業家と同一の一主体であることから、調整機能が必要
な場合には、一歩距離を置いた形で広域的自治体である都道府県にその役目
が期待されている。そこで、広域的自治体は地域を軸にした多様な主体が協
働を行う際に、仲介機能を発揮する施策を実行する。
　ここでいう仲介機能とは、都道府県が主導し、協働に導く形ではない。地
域の課題解決に向け、同じ思いを持つ多くの主体がそれぞれの強みを活かし
た協働事業が行えるようなコーディネート機能が期待されると考える。これ
が、都道府県が実施すべき地域の協働に対する考え方である。
　なお、協働への仲介といっても、何から何まで仲介を行う必要はない。こ
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れは、地域における協働には、市民・市民団体同士が協働する部分と、区市
町村と一緒になって協働する事業と、都道府県が中心を担っていく協働があ
ると考えられるからである。そこで、都道府県がイニシアティブを取って、
地域の協働事業について一定の整理を行うことが必要となる。
　よって、仲介機能の発揮に当たっては、市民に一番身近な基礎的自治体の
実情に応じた形で地方自治体内での役割分担を明確化し、共に市民的公共性
の実現に向けて協力して取り組んでいくことが求められている。

5　地方自治体の自己変革　～意識改革～

　地方自治体が新たな「担い手」との協働事業を行うに当たって、それには
まず、地域の多様な主体と対等な立場で、協働して地域を盛り上げていく行
動（変革）が求められると考える。
　従来、地域における社会的課題解決の中心であった地方自治体の側からす
れば、新たな「担い手」は競合相手であったり、行政が独占していた事業実
施権限を譲らなければならない相手であったりすることとなる。したがって、
協働事業の活性化は、単に事務を煩雑させるものなのではなく、行政側が取
組まなければならない意義と必要性が十分あることを自治体側が理解しなけ
ればならない。
　次に、地域の視点から、それぞれのニーズや個性に合わせて行政資源を分
配し、地域の課題解決を図ることが必要となる。市民的公共性に対しては今後、
プレイヤー（課題解決主体）としてだけではなく、例えば従来の行政資源に
加えて、活動に参加する市民団体や企業が持つ各種資源を、社会的課題解決
にどう結び付けていくかというプロデューサー機能を発揮していかなければ
ならない。これにより、地方自治体は地域ニーズを反映した自治体運営だけ
でなく、地域のまちづくり等にも今以上に貢献することが可能となる。
　加えて、社会課題解決の多様化に対して、市民的公共性の枠組みで課題解
決を図る意識を持った「新しい自治体職員象」とその育成をあわせて考慮す
る必要があり、自治体職員も市民としての感覚と意識を持たなければならな
い「公務員市民」であることが望まれている。また、企業におけるプロボノ
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活動や市民参加のような、自治体職員にも当てはまるものであれば、地方自
治のプロとしての専門知識や経験の活用が望まれる。
　そこで、意識改革と専門知識・経験の活用に向けた取組みとして、市民や
社会人だけでなく、自治体職員自らも地域活動に参加できるような方策、例
えば地方自治体版プロボノ制度のようなものが検討対象となる。

　以上のように、地方自治体は今後、市民的公共性の考えを軸に、民間団体
が公共の場で活躍できるように環境整備や支援を進め、協働により社会的課
題の解決を実現することが使命であると筆者らは考える。

（付記）

　本稿は、東京都職員研修である「平成 21 年度都市政策研修」に参加した 1
班メンバー有志 3 名による共著論文である。本研修は、平成 21 年 5 月より開
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